




























の開始事件のうち社会福祉協議会は 4.4%、その他法人が 5.6％であった 1。全体に占める割合は少ない
が、年々増加傾向にある。例えば、筆者が法人後見の活動を行っている神奈川県下の 20の社会福祉






後見は 2019年度 8月現在 17団体である。
　現行の成年後見制度においては自然人（個人）が成年後見人となるのが主流で、旧制度である禁
治産・準禁治産制度においては法人が後見人となることに疑義があったが、民法において後見人は







































A 2001 2 権利擁護に関する委託事業が主
B 2003 25 家族会が設立、ボランティアで可能な範囲で受任
C 2006 16 学童保育等児童分野の委託事業が主
D 2006 40 専任職員が法人後見事務実施
E 2006 31 市民後見人が可能な範囲で受任
F 2009 4 権利擁護に関する相談が主事業、法人後見事業の行き詰
まり
G 2011 42 ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ専門職の団体、受任件数増加傾向
H 2012 22 福祉、司法の専門職団体、受任件数増加傾向
I 2014 14 家族会と福祉法人が共同で設立、障がい者の受任
J 2010 4 家族会が設立、親族後見優先、申立支援中心























































































































































































































会計年度 2017年度 2018年度 2018年 1月～ 2018年 12月
経常収入 16,241,288円 70,322,835円 175,986,337円
経常費用 11,936,007円 43,376,816円 175,899,130円
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